
行政刷新会議「提言型政策仕分け」（平成２３年１１月２３日）について 

 社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等） 
 
（論点①）「最低生活の保障」と「自立の助長」を両立させるための支給額はどうあるべきか。 
【とりまとめ（提言）】 
 生活保護基準(支給額)については、自立の助長の観点を踏まえ、基礎年金や最低賃金とのバランスを考慮し、
就労インセンティブを削がない水準とすべき。なお、社会保障審議会生活保護基準部会においては、こうした方
針を反映していただきたい。 
 あわせて、求職者支援制度などいわゆる第二のセーフティネットの充実により、生活保護化の防止を図るとと
もに、ＮＰＯや社会企業家などとも連携しつつ、自立・就労支援を強化すべき。また、制度の適正な運営や検証
に必要なデータを的確に把握する仕組を整備すること。加えて、稼働可能な受給者については、就労に向けた能
力開発や就業紹介を生活保護と一体的に進めるために必要な体制の構築を厚生労働省内及び関係省庁が連携して
早急に検討すべき。 
 
（論点②）生活保護医療の適正化策はどうあるべきか。 

【とりまとめ（提言）】 
 生活保護費の急増の要因は、その半分を占める医療扶助である。真に必要な方への医療水準は維持しつつ、以
下に掲げる対応を含むあらゆる方法を通じて適正化に取り組むべき。 
  ①指定医療機関に対する指導強化 
  ②後発医薬品の利用促進やその義務付けの検討 
  ③翌月償還を前提とした一部自己負担の検討 
 さらに、医療機関のモラルハザードが大きいことから、実態調査の仕組みを構築し、不適切な診療を行ってい
る機関は指定を外すなどの厳格な対応を行うべき。 
 
（論点③）貧困ビジネスへの対応はどうすべきか。 

【とりまとめ（提言）】 
 生活保護費が本人に届かなくなるようないわゆる「貧困ビジネス」に対しては、実効ある規律が必要である。
住居・食事等を一体的に提供する事業については、新たに届出制の対象として、立入検査や行政処分の対象とす
べき。さらに、許可制を含めた強い参入規制の可否についても検討すべき。 
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